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日中韓農業大臣会合成果のポイント 

 
１． 日中韓農業大臣会合共同声明 
 下記の９項目を盛り込んだ共同声明を採択。 
 
１．食料安全保障 

日中韓３か国は食料の純輸入国であり、小規模経営であるとの共
通認識の下、国内生産力の着実な増大が食料安全保障を確保する上
で非常に重要との認識で一致。 
 農業・貿易政策に関する情報交換の強化、農業技術の共有、農業
投資に関する協力推進と農業貿易の促進を確認。 
 
（参考）日中韓３か国の農林水産品の輸出入額 

（単位：億ドル） 

 輸出 輸入 差 

日本 33 665 △632 

中国 435 1,104 △669 

韓国 50 248 △198 

出典：FAOSTAT(2012 年） 

 
２．動植物の疾病 

高病原性鳥インフルエンザ等の越境性動物疾病への対応における
日中韓の協力に関する覚書（注）を締結。 

 
注：本覚書の署名により、疾病発生状況の迅速な情報交換、ウイ 
ルスの交換、家畜衛生関係者の交流等が促進されることを期待。 

 
３．自然災害と気候変動 
 自然災害発生時の相互協力実施の可能性を議論するとともに、気
候変動に対応した農業生産力確保の方策を検討。 
 
４．バイオマスエネルギーの開発 
 温暖化対策等の観点から、稲わらや家畜の糞尿等農林業由来の廃
棄物から主につくるバイオマスエネルギーの開発・使用努力の推進
を確認。 
 



５．農業の科学技術協力 
 持続的な東アジア型農業の発展を支援する重要性を共有し、研究
者の交流と共同研究の促進を確認。 
 
６．農業の６次産業化 
 農業・農村の活性化のため６次産業化が極めて重要との認識の下、
研修機会や環境整備を進めるための協力を奨励。 
 
７．日中韓ＦＴＡ農業交渉 
 ３か国の農業発展にとって、日中韓ＦＴＡ交渉の加速化が必須と
の考えを共有し、交渉にあたっては、各国の様々な懸念と関心を考
慮しつつ、ウィン・ウィン・ウィンの状況を追求していくことを確
認。 
 
（参考）日中韓ＦＴＡについて 

・ 日中韓３か国は、ＧＤＰ約 15 兆ドル、人口約 16 億人を擁する
巨大な経済圏。 

・ 2012 年 11 月に交渉を立ち上げ、2013 年 3 月に第 1 回交渉会合
を実施。 

 
８．国際的・地域的な多国間の枠組みでの農業協力 
 食料の純輸入国であり、小規模経営であるとの共通認識の下、Ｇ
20、ＦＡＯ、ＯＩＥ等の枠組みでの政策や立場に関する意見交換や
調整活動を更に強化することが必要との認識を共有。 
 
９．高級実務レベル会合のメカニズム 

高級実務レベル会合を新設し、共同声明に掲げられている各事項
の進捗状況とその他大臣会合に関連する事項を議論・確認。  



２． 覚書 

 日中韓の農業大臣は、口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ等の越
境性動物疾病への対応について、以下の認識を共有した。 
 
１． ３か国は、次の一般原則に従って共同活動を実施すること。 
・ＷＴＯ/ＳＰＳ協定並びにそれぞれの国内法令及び規則に従って共

同活動を実施。 
 
・共同活動は、国際獣疫事務局（ＯＩＥ）及びその他の国際機関の

目標及び活動と協調し、これを支持。 
 
・本覚書の円滑な実施のため、実務者レベルの協議を定期的に実施。 
 
（共同活動の分野） 
２．動物衛生情報の共有、サーベイランス、通報、疫学調査、ウイ
ルス等の交換、診断技術・ワクチンの研究開発、人材育成、防疫
対応、リスクコミュニケーション等。 

 
（共同活動の方法） 
３．フォーカルポイントを介した情報共有、研究のための共同ワー
キンググループやプログラムの設立、専門家及び職員の交流、学術
会議やワークショップ、共同演習の開催等。 
  



３．日韓、日中バイ会談 

（１）日韓バイ会談 
  以下の項目について、韓国側に働きかけ。 
 

○ 日中韓 FTA、RCEP 
 日中韓 FTA、RCEP交渉の早期妥結に向け、努力していくこと

を確認。 
 
○ 日本産食品の輸入規制 

 
（２）日中バイ会談 
  以下の項目について、中国側に働きかけ。 
 

○ 日中韓 FTA、RCEP 
 日中韓 FTA、RCEP交渉の早期妥結に向け、努力していくこと

を確認。 
 
○ 水産資源の保全及び管理 
 サンマを始めとする北太平洋公海における水産資源を持続

的に利用していくための協力を働きかけ。 
 

○ 日本産食品の輸入規制問題の解決に向けた働きかけ 
 

以上 


